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村民一人当たり
1,739,280円

※元利償還金の約半分の額は、
　地方交付税に上乗せされます。

※村民１人あたりの金額は、平成29年３月31日現在の住民基本台帳人口5,887人で割ったものです。

　県や市町村の財政破たんを防ぐため、決算に基づいて「健全化判断比率」と公営企業（水道や下水道

事業）の「資金不足比率」を算定しています。

　この比率は、財政の健全度を調べるもので、いずれの比率も国の基準を下回る結果となりました。

用語の解説と村の状況
●実質赤字比率
　　一般会計は黒字決算されており、該当ありません。

●連結実質赤字比率
　　特別会計なども黒字決算されており、該当ありません。

●実質公債費比率
　　一般会計の借金返済のほか、公営企業や一部事務組合の借入金償還負担金など、１年間で債務をどの
　程度負担したのか判断する比率です。平成28年度は、一般会計において交付税算入率の低い起債償還が
　進み、元利償還金額が減少したため、前年度（8.7）より0.3ポイント改善しました。

●将来負担比率
　　村の将来負担がどのくらいあるのかを示す比率です。将来負担となるのは、村全会計の借金や一部事
　務組合、旧岩船広域事務組合の借金のうち村が負担すべきもの、全職員の退職手当などです。平成28年
　度は、普通交付税や臨時財政対策債発行額が減少したことにより、基準財政規模が減少したため、前年
　度（23.0）より9.4ポイント増加しましたが、早期健全化比率を大きく下回っています。

●資金不足比率
　　水道事業や下水道事業などの公営企業の経営状態悪化の度合いを示す比率です。すべての会計におい
　て資金不足はありませんでした。
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健全化判断比率・資金不足比率を公表します

借
金
の
状
況

積
立
金
の
状
況

借金（村債）
　　　102億3,914万円

積立金（基金）
　　19億7,548万円

村民一人当たり
　335,567円



5 広報せきかわ　2017・11月号

主な事業の決算額をお知らせします（一般会計）
議会費
　議員報酬費 3,965万円

総務費
　区長関係費 1,384万円

　越後下関駅業務委託料 　574万円

　路線バス運行補助金 2,303万円

　キラリと光る地域活性化補助金 　　0万円

　大したもん蛇まつり補助金 　630万円

　地域情報通信事業費 1,229万円

　観光防災Wi-F iステーション整備事業 　486万円

　通学用定期券購入補助金 　306万円

　参議院議員通常選挙費 　500万円

　県知事選挙費 　323万円

民生費
　村上岩船福祉会負担金 　483万円

　老人クラブ補助金等 　170万円

　ゆうあい管理費 2,037万円

　社会福祉協議会補助金 2,438万円

　地区敬老会補助金 　220万円

　老人保護措置費 2,086万円

　むつみ荘管理費 　560万円

　ふれあいの家管理費 　335万円

　児童手当給付費 7,281万円

　保育園管理費　　　　　　　　　　　1億6,575万円

　心身障害者福祉費　　　　　　　　　1億4,881万円

　国民健康保険会計繰出金 3,944万円

　介護保険会計繰出金　　　　　　　　1億7,343万円

　後期高齢者医療会計繰出金等　　　　1億2,807万円

衛生費
　子ども医療費助成事業費 1,563万円

　病院群輪番制病院運営費補助金等 　169万円

　集落健康づくり推進費補助金 　119万円

　成人病予防健診委託料 　781万円

　特定健診委託料 　 96万円

　個別予防接種委託料 1,216万円

　妊婦健診委託料 　396万円

　特定不妊治療補助金 　　4万円

　斎場運営費委託料 　 90万円

　村内ごみ収集委託料 4,108万円

　ごみ処理場運営委託料 1,825万円

　荒川郷ごみ焼却処理場解体事業負担金 1,746万円

　し尿処理負担金 2,211万円

　水道事業会計補助金 2,194万円

　簡易水道会計繰出金 1,415万円

農林水産業費
　経営所得安定対策推進事業補助金 　140万円

　水田利活用推進補助金 1,964万円

　有害鳥獣駆除対策費 　233万円

　中山間地域等直接支払交付金 1,952万円

　地産地消推進対策費 　155万円

　畜産振興費 　592万円

　国土調査事業費 1,973万円

　農業水利施設保全合理化事業等 2,406万円

　多面的機能支払交付金（農地維持・資源向上） 5,131万円

　県営土地改良事業負担金 9,482万円

　森林整備地域活動支援交付金 　331万円

　林道整備事業費 1,983万円

　荒川漁業協同組合補助金 　200万円

　農業集落排水会計繰出金 6,227万円

商工労働費
　商工会補助金 　648万円

　プレミアム商品券発行事業補助金 1,000万円

　観光協会補助金 1,560万円

　わかぶな高原スキー場誘客対策補助金 　600万円

　観光施設管理委託料 6,057万円

　観光施設整備工事費 8,037万円

　ゆ〜む管理委託料 6,033万円

土木費
　住宅改修事業補助金 　425万円

　道路除雪対策費　　　　　　　　　　1億9,152万円

　道路維持・改良工事費　　　　　　　1億8,084万円

　若者共同住宅賃借料 5,464万円

　公共下水道会計繰出金　　　　　　　2億4,790万円

消防費
　消防団運営費 2,637万円

　村上市消防運営費委託料　　　　　　1億5,115万円

　消防施設整備費 4,236万円

　防災行政無線（移動系）整備事業 7,306万円

教育費
　スクールバス運行事業費 3,053万円

　教員助手等臨時雇用賃金 2,196万円

　通学バス定期券購入費 1,121万円

　ICT（情報通信技術）活用授業（小学校） 1,336万円

　ICT（情報通信技術）活用授業（中学校） 　937万円

　放課後子ども教室事業費 　223万円

　歴史とみちの館管理費 5,044万円

　発掘調査費 1,008万円

　ふれあいど〜む管理委託料 1,498万円

　給食費補助金（小・中学校） 　839万円

災害復旧費
　現年発生災害復旧事業費 　 46万円

公債費
　地方債元金償還金　　　　　　　　　5億1,399万円

　地方債利子償還金 3,918万円

　平成28年度の決算の概要は、村のホーム
ページに掲載しています。

http://www.vil l .sekikawa.niigata.jp/

関川村　財政 検索

平成28年度決算報告

○入湯税　　　　　　　　　　　1,892万円
　・観光施設の整備　　　　　　　　　　　246万円
　・観光振興等　　　　　　　   　　　　 1,646万円

○地方消費税（社会保障分）       4,317万円
　・保育園増改築ほか事業（公債費）　　 1,792万円
   ・感染症予防費（予防接種委託料）　　　971万円
   ・生活支援ハウス（ゆうあい）管理費　 1,144万円
   ・老人憩いの家（むつみ荘）管理費　　　410万円

税金のうち使い道が決まっているものがあります


